
第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.2.0

款 項 目

2 1 8

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

➤
目標値

達成率単位： 達成率

実績値

目標値

単位：

達成率

実績値

単位：

目標値

実績値 実績値

年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終）

目標値

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

単位： 達成率

○ぼた山開発に関する総合的施策の適切な実施 ○ぼた山の開発促進が図られる。 ○ぼた山開発による、都市と自然のバランスのとれたまちづくりが進む。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○ぼた山の開発を促進するため、協議会の円滑な運営に努めた。特に、国鉄志
免炭鉱ぼた山開発推進協議会規約の改正に向けて協議を重ね、協議会の組
織の在り方を見直した。
〇具体的には、同推進協議会を開発に関する諮問機関、新たに設置した粕屋・
志免・須恵国鉄炭鉱跡地共同管理執行協議会を財産等を管理する機関とし、
各協議会の役割を明確化した。併せて、維持管理計画を策定した。

〇ぼた山開発については、国鉄志免炭鉱ぼた山開発推進協議会規約及び粕
屋・志免・須恵国鉄炭鉱跡地共同管理執行協議会規約に基づき、開発及び財
産管理（積立金、立入許可、維持管理等）を適正に行う。そして、自然活用型開
発等様々な視点から今後の方向性を引き続き検討していく。

〇ぼた山開発については各町と連携してスピード感をもって進めていくとともに、
必要に応じて、国鉄志免炭鉱ぼた山開発推進協議会への諮問を行う。
また、財産等の管理については、管理計画に基づき適正な管理を行う。

実施(Do)

一般会計

基本目標 ２　都市と自然が調和し、快適に暮らせる活力あるまち 政策 １ 自然と調和した便利で快適なまちづくり 施策 (１) 自然と調和した都市空間の創造

令和４年度 事業区分 －

国鉄志免炭鉱ボタ山開発対策事業
根拠法令

予算科目
会計 国鉄志免炭鉱ボタ山開発

対策費行政計画

事業名

10210801  所管課 都市政策部  地域振興課 事業年度

歳入
（特定財源）

0 0

実施(Do)

〇粕屋・志免・須恵国鉄炭鉱跡地共同管理執行協議会規約に基づき、ぼた山
志免側進入口や飛び地の草刈等を実施し維持管理に努めた。

年度 R3決算額 R4決算額

歳出 200 31,159

改善方法
〇自然活用型開発等、様々な視点から今後のぼた山活用の方向性を引き続き検討
する必要がある。

〇ぼた山開発・維持管理については、3町で連携し、粕屋・志免・須恵国鉄炭鉱
跡地共同管理執行協議会で進めていく。

〇住民ニーズの反映と地域活性化のため、ぼた山整備及び維持管理を引き続
き行うとともに、ぼた山用地利活用を検討・実施していく。

〇ぼた山開発に関する総合的施策の適切な実施を図るため、国鉄志免炭鉱ぼ
た山開発推進協議会規約に基づき、必要に応じて協議会を開催する。また、粕
屋・志免・須恵国鉄炭鉱跡地共同管理執行協議会規約に基づき、土地賃貸借
及び草刈等の維持管理を適正に行う。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.2.0

款 項 目

2 5 1

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

一般会計

基本目標 ４　健全で持続可能な行政経営をめざすまち 政策 １ 町民のための行政経営のまちづくり 施策 (２) 簡素で合理的な行政運営の強化

令和４年度 事業区分 －

統計調査事務
根拠法令

予算科目
会計

統計調査費
行政計画

事業名

10250101  所管課 都市政策部  地域振興課 事業年度

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
〇各統計調査において、指導員に対しては調査員への指導・支援・調査書類の
審査等、調査員に対しては調査書類の配布・回収等を不備なく安全に実施して
もらうため、一貫した支援体制を整え、統計調査の質の向上を図った。
また、調査員募集の記事を広報かすや、粕屋町ホームページ、国の統計調査
ウェブサイトに掲載した結果、調査員の登録者数増加につながった。

〇定期的に登録調査員の募集を行い、調査員の確保に努めるとともに、調査員
全体の質の向上を図ることが各統計調査の質を保つことにつながる。

〇調査員が活動しやすい環境を整備し、調査員の負担軽減に努める。
また、引き続き、粕屋町ホームページ及び国の統計調査ウェブサイト等を利用し
調査員の募集を行い、調査員の登録者数増加につなげることにより、安定した調
査体制を確立することで、各統計調査の質の向上を図る。

実施(Do)

○国の様々な統計調査の実施 ○各種の行政施策の基礎資料となる統計資料がつくれる。 ○国への適正な統計情報を提供するほか、町の施策へ活用が広がる。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終）
広報等調査員募集回数 目標値 1 1

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

60 64

単位： 回/年 達成率 100.0% 0.0% 単位：

統計調査員の登録数 目標値 60 70

実績値 1 1 実績値

単位：

人 達成率 106.7% 0.0%

実績値➤
目標値

達成率単位： 達成率

実績値

目標値

歳入
（特定財源）

1,586 614

実施(Do)

〇令和4年度に実施された就業構造基本調査については、調査員の確保が若
干難しかったものの、調査書類の配布や回収等ミスなく期限内に統計調査を実
施できた。

年度 R3決算額 R4決算額

歳出 1,633 623

改善方法
〇様々な統計調査を期限内に適正に実施するために、登録調査員を数多く登録する
など人材を確保し、調査員が不足することがないようにする必要がある。

〇広報・HPでの登録調査員募集回数を増やす。また、登録調査員を確保するた
めに新しい募集方法を検討する。

〇統計法に則り、様々な統計調査を実施することで、社会全体で利用される情
報基盤資料を作成する。

〇一貫した支援体制を整え、統計調査の質を高める。
〇令和4年度に実施される就業構造基本調査や住宅・土地統計調査準備（単
位区設定）においては、指導員または調査員に対し、丁寧な説明と指導、支援を
行い、適正な調査を実施する。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.2.0

款 項 目

6 1 1

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

➤
目標値

達成率単位： 達成率

実績値

目標値

単位：

ha 達成率

実績値

0.0% 単位：

管内農地における遊休農地面積 目標値 0.4 0.4

実績値 384 792 実績値

年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終）
農地パトロールの延べ実施回数 目標値 400 400

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

0.5 0.21

単位： 回 達成率 198.0%

○農業委員会の開催、農地法等に基づく許可申請及び届出の審議
○農地パトロールの実施

○市街化調整区域内における農地の開発抑制が図られる。
○農地の無断転用や荒廃農地を防ぐことができる。

○適正な農地の保全が進み、自然と調和した魅力ある都市空間が確保される。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○農地法や農業委員会等に関する法律に基づき、農地の保全に努めるととも
に、農地パトロールなどを行い、不適箇所には指導を行った。

○農地法や農業委員会等に関する法律に基づき、農地の保全に努める。 ○今後も、農地法や農業委員会等に関する法律に基づき、農地パトロールなど
により農地の適正管理のため必要な指導や助言を行い、農地を保全する。

実施(Do)

一般会計

基本目標 ２　都市と自然が調和し、快適に暮らせる活力あるまち 政策 １ 自然と調和した便利で快適なまちづくり 施策 (１) 自然と調和した都市空間の創造

令和４年度 事業区分 －

農業委員会事務
根拠法令 農地法、農業委員会等に関する法律

予算科目
会計

農業委員会費
行政計画

事業名

10610101  所管課 都市政策部  地域振興課 事業年度

なし

歳入
（特定財源）

1,779 1,340

実施(Do)

○農地法及び農業委員会等に関する法律に基づき、毎月農業委員会定例総
会を開催し、許可申請及び届出の審議を行った。
○農業委員による農地パトロールを実施した。

年度 R3決算額 R4決算額

歳出 5,201 4,708

改善方法
○農業委員による定期的な農地パトロールを行ったが、遊休農地の解消には
至っていない。

○定期的な農地パトロールを行うことで、遊休農地等を早期に発見し、改善が必
要な場合は、農地所有者へ利用意向調査を行う。

○農地法や農業委員会等に関する法律に基づき、農地の保全及び有効利用を
進める。

○毎月農業委員会総会を開催し、農地法に基づき許可申請や届出を審議す
る。
○定期的に農地パトロールを行い、無断転用や荒廃農地の防止に努める。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.2.0

款 項 目

6 1 2

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

達成率単位： 達成率 単位：
➤

目標値

実績値 実績値

ｈａ 達成率

目標値

0.0% 単位：

水稲作付面積 目標値 141 136

実績値 13 3 実績値

年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終）
新規就農者・認定農業者数
農業法人数

目標値 15 16

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

125 119

単位： 件 達成率 20.0%

○農地治水に関する整備、維持及び管理
○米の需給調整に係る園芸作物等の生産支援
○農地利用集積及び担い手育成
○農業機械の購入助成
○ふれあい農園の運営

○農地の保全がされ、地域農業の組織化や担い手が育つ。
○農地利用集積や機械化により生産性が向上する。
○ふれあい農園を通じて住民が農業にふれ合う機会が広がる。

○地域の優良な農地を守る農業の活性化が図れる。
○地域の農業に対する住民の理解が深まる。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○優良な農地の確保と保全のため、農地治水を推進し、管理農区からの要望に
対して工事などの農業施設整備や維持管理を行いました。認定農業者の認定
により、農業の担い手を確保し、後継者の育成を図った。
○米の需給調整（需要に応じた生産）に関しては、目標面積を達成することがで
きました。ブロッコリーをはじめとした転換作物の作付を推進した。
○学校給食や保育給食での地元農産物の供給に努め、子どもたちが地元の食
材への関心を高める機会をつくった。
○ふれあい農園を運営管理することで、町民が農業とふれあい、農業に対する
理解を深める機会をつくった。

○優良な農地を引き継ぎ、町の財産として保全していくため、農地治水の推進、
認定農業者の育成・確保に取り組む必要がある。
○農産物の生産については、県の計画に沿って米の需給調整を図りながら、転
換作物の作付を推進し、農業関係機関と連携していくことが求められる。
○ふれあい農園事業に関しては、町民の農業への関心や理解を深めるために、
引き続き運営管理を行い、町民が農業にふれあう機会をつくることが求められ
る。

○優良な農地の確保と保全のため、農地治水を推進し、管理農区からの要望に
対して工事などの農業施設整備や維持管理を行う。また、農業の担い手の確保
及び後継者の育成のため、認定農業者の認定を行う。
○米の需給調整（需要に応じた生産）に関しては、目標面積を達成する。ブロッコ
リーをはじめとした転換作物の作付を推進する。
○学校給食や保育給食での地元農産物の供給に努め、子どもたちが地元の食
材への関心を高める機会をつくる。
○ふれあい農園を管理することで、町民が農業とふれあい、農業に対する理解
を深める機会をつくる。

実施(Do)

一般会計

基本目標 ２　都市と自然が調和し、快適に暮らせる活力あるまち 政策 ４ 地域個性を活かした活力ある産業のまちづくり 施策 (１) いのちを守り育む食と農の創造

令和４年度 事業区分 －

農業振興事業
根拠法令 農地法

予算科目
会計

農業振興費
行政計画

事業名

10610202  所管課 都市政策部  地域振興課 事業年度

なし

歳入
（特定財源）

5,827 32,487

実施(Do)

○農地保全のために農地治水に関する整備、維持及び管理を行い、農区及び
生産組合との調整を図った。
○米の需給調整を実施した。
○戸原・仲原・内橋・原町、計４箇所のふれあい農園の運営管理を行った。

年度 R3決算額 R4決算額

歳出 43,027 111,997

改善方法
○農区要望をもとに現地調査を行い、修繕工事等を行ったが、全ての要望に応
えられたわけではない。
○米の需給調整を実施し、目標面積を超過することなく達成できたが、高収益
作物への転換を進める必要がある。
○農業用転倒堰等の改修工事については、今後も老朽化等に対応する必要が
ある。

○農区要望については、緊急度を検討し、優先度の高いものから実施し、予算
や施工時期を考慮しながら実施していく必要がある。
○米の需給調整目標面積を達成するため、今後も各農区長と連携を図る。
○ふれあい農園については、今後も空き区画の減少に努める。

○農地保全のために農地治水に関する整備、維持及び管理を行い、農区及び
生産組合との調整を図る。
○米の需給調整に係る転作作物等の生産者への助成を行うことや農地利用集
積及び担い手育成のため、農業機械の購入助成等を行うことにより、農業所得
の向上も含め農業振興を図る。
○戸原・仲原・内橋・原町、計４箇所のふれあい農園の運営管理を図る。

○農区要望をもとに現地調査を行い、必要な場合は修繕工事等を行う。
○農区長及び生産組合長の協力のもと、米の需給調整を行うことにより米価下
落を防止し、米生産農家の収入安定を図る。
○農業用施設の新設、改修等を行う。
○住民に野菜や花きの栽培を経験させる。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.2.0

款 項 目

6 2 1

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

➤
目標値

達成率単位： 達成率

実績値

目標値

単位：

箇所 達成率

実績値

単位：

土砂災害箇所数 目標値 0 0

実績値 12.4 12.4 実績値

年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終）
保安林の保全 目標値 12.4 12.4

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

0 0

単位： ha 達成率

○人工林の間伐の推進及び森林の保全に努めた。 ○森林の水源涵養機能が確保される。 ○風水害による土砂災害等が軽減され、安全が確保される。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○森林の保全と土砂災害防止のため、福岡県森林環境税に基づく荒廃森林整
備事業により保安林などの間伐を実施し、森林の保全に努めた。

○緑と水に囲まれた恵まれた自然を継承するため、荒廃森林整備事業により、
保安林などの間伐を実施し、森林の整備を推進するとともに、木製品の展示や
公共施設の木質化などにより、町民が木にふれ合う機会の創出が望まれる。

○森林の保全と土砂災害防止のため、福岡県森林環境税に基づく荒廃森林整
備事業により保安林などの間伐を実施し、国の森林環境譲与税に基づく木製品
の導入や公共施設の木質化を推進し、町民が木にふれ合う機会を創出する。。

実施(Do)

一般会計

基本目標 ２　都市と自然が調和し、快適に暮らせる活力あるまち 政策 ３ 自然にやさしく住みよい環境のまちづくり 施策 (１) 次世代に継承する自然環境の保全

令和４年度 事業区分 －

森林環境事業
根拠法令 森林法

予算科目
会計

林業総務費
行政計画

事業名

10620101  所管課 都市政策部  地域振興課 事業年度

なし

歳入
（特定財源）

1,440 4

実施(Do)

○森林の持つ水源のかん養、土砂の流出・崩壊防止及び生活環境の保全を
図った。

年度 R3決算額 R4決算額

歳出 1,441 4

改善方法
○保安林の森林整備として、県荒廃森林整備事業等を活用し、定期的に間伐
及び複層林を促進する必要がある。

○保安林の森林整備として、県荒廃森林整備事業等を活用し、今後も定期的
な間伐及び複層林を促進する。
○国の森林環境譲与税を活用した木製品の設置や公共施設の木進化を推進
する。

○森林の持つ水源のかん養、土砂の流出・崩壊防止及び生活環境の保全を図
る。

○保安林の森林整備として、県荒廃森林整備事業等を活用し、定期的な間伐
及び複層林化を促進する。
○災害対策として森林整備を行い、災害が発生したときは、生活環境の保全の
ため、災害復旧に努める。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.2.0

款 項 目

7 1 1

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

➤
目標値

達成率単位： 達成率

実績値

目標値

単位：

件/年 達成率 132.9% 0.0%

実績値

0.0% 単位：

広域消費生活センター相談件数 目標値 170 180

実績値 2 2 実績値

年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終）
消費者行政啓発回数 目標値 3 3

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

160 226

単位： 回/年 達成率 66.7%

○広域消費生活センターによる啓発活動の実施
○消費者月間等におけるキャンペーン活動や出前講座の実施

○センターの認知の向上とあわせ、消費者トラブルに対する住民の意識が高ま
る。

○消費者問題に対する住民の理解が深まり、消費者被害の未然防止につなが
る。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○悪質商法・契約や取引に関する消費者トラブルに対応するため、かすや中南
部広域消費生活センターと連携して、イベント時及び消費者月間等の啓発活動
を行った。

○ネット詐欺や特殊詐欺など消費者トラブルは複雑、多様化しており、かすや中
南部広域消費生活センターと連携した消費者被害の防止や被害拡大防止のた
めの啓発活動が必要となっている。

〇身近な消費生活相談窓口を目指すために、消費者ホットライン（１８８）を周知
していく。また、県補助金等を活用し、啓発物資の配布などの啓発活動を実施す
る。

実施(Do)

一般会計

基本目標 １　つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち 政策 ２ 地域でともに助け合う安全なまちづくり 施策 (２) 事故や犯罪が起こりにくい地域社会の実現

令和４年度 事業区分 －

消費者行政推進事業
根拠法令

予算科目
会計

商工総務費
行政計画

事業名

10710102  所管課 都市政策部  地域振興課 事業年度

歳入
（特定財源）

275 230

実施(Do)

○身近な消費生活相談窓口である消費者ホットライン（188）3桁番号を記載し
たマグネットを配布することで消費生活相談窓口の周知を図った。また、新成人
を対象に成人式の際に冊子を配布することで消費者トラブルに巻きこまれないよ
うに注意喚起を行った。

年度 R3決算額 R4決算額

歳出 1,900 1,990

改善方法
○実際に啓発活動を実施しているものの、購入方法等のデジタル化により、消費者相
談の内容が複雑化し、消費者被害が多様化・深刻化しているため、身近な相談窓口
の周知が今以上に必要である。

○継続して県補助金の申請を行い、庁内関係課やかすや中南部広域消費生活
センター等と連携し、啓発活動の実施を増やしていく。

〇町民が安全に安心して暮らせる地域社会づくりを目指す。 〇消費者被害の防止・救済や消費者意識の向上を図るには、近隣町と連携す
ることで、より効果的かつ効率的に対応できるため、広域連携町の間で情報共有
しながら、啓発活動等を実施する。
〇消費者月間等における啓発活動とともに、身近な消費生活相談窓口である消
費者ホットライン（188）３桁番号を周知していく。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.2.0

款 項 目

7 1 2

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

➤
目標値

達成率単位： 達成率

実績値

目標値

単位：

人/年 達成率 100.0% 0.0%

実績値

0.0% 単位：

創業者数 目標値 1 2

実績値 28 42 実績値

年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終）
［施策］創業塾・創業セミナーの
参加者数

目標値 25 30

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

1 1

単位： 人/年 達成率 168.0%

○粕屋町商工会と連携した中小企業・小規模事業者の融資等の各種事業の支
援
○創業者や創業希望者に対する相談・セミナー等の支援

○町内の企業が活性化する。
○新たな創業者の起業機会が広がる。

○地場産業の発展、新たな創業により、地域の雇用を支える産業基盤が拡大す
る。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○プレミアム付商品券の発行事業により、地域経済の活性化を図った。
○小規模事業者の自然災害への備え及び災害発生後の迅速な復旧を支援す
るため、商工会と連携し、事業継続力強化支援計画を策定した。
○創業支援計画に基づき、創業・起業を目指す人のために創業塾を開催し、創
業の支援を行った。

○今後も商工会との連携を強化し、中小企業・小規模企業者等への支援を行
い、商工業の活性化に取り組む必要がある。また、中小事業者の技術革新や事
業承継が進むよう、各種支援制度を周知するなどの支援が求められている。
○粕屋町の魅力向上のため、地域資源を活用した粕屋町のブランド品を開発す
る取組を進めるとともに、ブランド品を町内外に周知するための宣伝方法について
検討が求められている。

〇豊かな地域づくりと商工業発展のために、商工会等の関係機関と連携しなが
ら、地域経済の持続的発展と地域の活力向上を図る。

実施(Do)

一般会計

基本目標 ２　都市と自然が調和し、快適に暮らせる活力あるまち 政策 ４ 地域個性を活かした活力ある産業のまちづくり 施策 (２) 地域に活力をもたらす商工業の振興

令和４年度 事業区分 重点P（持続成長）

地域振興事業
根拠法令

予算科目
会計

地域振興費
行政計画

事業名

10710202  所管課 都市政策部  地域振興課 事業年度

歳入
（特定財源）

36,181 32,760

実施(Do)

○粕屋町商工会と連携した中小企業・小規模事業者の融資等の各種事業の支
援
○創業者や創業希望者に対する相談・セミナー等の支援

年度 R3決算額 R4決算額

歳出 46,906 46,074

改善方法
〇長期化する新型コロナウイルス感染症の影響や原油・物価高騰に伴い苦慮している
町内業者の下支えを行う必要がある。
〇新型コロナウイルス感染症の影響により、様々な支援制度が実施されるが、状況に
合わせて見直しされているため、迅速に各種支援制度を周知する必要がある。
〇四町での創業支援を強化し、創業者を増加させる。

〇町内企業を下支えすることができるような国や県の補助金を活用する。
〇粕屋町のホームページ、広報かすや及び関係期間のウェブサイトなどを活用
し、迅速かつ適切に様々な支援内容を周知していく。
〇四町と四商工会と協力して創業支援計画の見直しを実施する。

〇町内の中小企業者の経営の改善及び発展並びに事業の充実を図り、もって
中小企業の振興及び経営の安定に寄与することを目的とする。

〇粕屋町商工会と連携し、プレミアム付商品券発行事業の事業規模の拡大等
により地域経済の活性化を図る。
〇創業支援事業計画に基づき、創業・起業を目指す人のために、創業塾等を通
した創業の支援を行う。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題


